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被害者への共感的観察が脆弱性認知に及ぼす影響 1) 

―詐欺被害事例を用いた検討― 

 

大工 泰裕(大阪大学大学院人間科学研究科) 

阿形 亜子(大阪大学大学院人間科学研究科) 

釘原 直樹(大阪大学大学院人間科学研究科) 

 
詐欺被害が近年大きな社会問題となっており、関係各所が様々な対策を講じているものの一向に問題が解決する気

配はみられない。その原因として、詐欺に対する脆弱性認知が十分に向上していないことが考えられる。本研究ではそ

のような背景を踏まえ、詐欺被害事例を読んだ際に被害者に共感的観察を行うことが、詐欺に対する脆弱性認知を向

上させるのかということについて、2 種類の詐欺被害事例（事例 A, M）を用いた質問紙によって検討した。また、同時に

他者に対する脆弱性も評価させ、自己に対する脆弱性認知との比較も試みた。その結果、共感的観察の操作に問題が

あった可能性が示唆され、事例 Aでは脆弱性認知の変化は見られなかった。一方、事例Mでは当初の予測とは異なり、

共感的観察が逆効果となる可能性が示唆された。今後は、より統制された状況の設定や、新たな共変量を加えたモデ

ルの開発などさらなる検討が必要とされる。 
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問題 

詐欺被害の現状 

国家公安委員会・警察庁(2015)によれば、2014 年の

特殊詐欺被害額は約560億円と過去最悪となっている。

社会問題となっている振り込め詐欺による被害は 2003

年 5 月以降に目立ち始め、2004 年には認知件数 2 万

5667件、被害総額283億8000万円にも上った(国家公

安委員会・警察庁, 2014)。その後、振り込め詐欺に関連

する法整備や金融機関での振込限度額の引き下げなど、

官民一体の対策によって 2009 年には被害額は一時的

に減少したものの、2011 年から再び被害額が増加して

いる。 

2011 年から被害額が増加した一因としては、金融機

関を通さない形の詐欺が増加したことがあげられる。金

融機関を通して詐欺を行うことが難しくなるにつれて、直

接現金を受け渡すような手口が広まり、被害額が増加し 

ている(国家公安委員会・警察庁, 2014)。このように、あ

る特定の手口について対策をすれば新たな手口が出て

くるという「いたちごっこ」が続いているのが近年の詐欺

を取り巻く現状であり、対策は常に後手に回ってしまって

いる。 

被害の原因 

以上のように、詐欺への対策が後手に回ってしまう以

上、人々が自発的に詐欺を見抜き、防衛できるようにな

る必要があると考えられる。そのことに寄与すると思われ

るのが、警察や金融機関による詐欺被害事例の報道で

ある。既に発生した被害を公知のものとすることで、人々

の詐欺に対する脆弱性(vulnerability)認知を向上させ、

新たな被害を防ぐことができると期待される。 

しかしながら、現実には多くの報道が行われているに

もかかわらず、詐欺被害が減少する傾向が見られない。

このことは、人々の脆弱性認知が、被害事例を見聞きす

るだけでは十分に向上するわけではないということを示

している。その原因として、ある詐欺被害事例を見聞きし

ても、「自分は大丈夫」といった認知を抱き、詐欺に対す

る防衛力が養われていない可能性がある。実際、多くの

詐欺被害を取材してきた夏原(2013) も、「あんな話にな

ぜひっかかるのか」といった感覚が正常であり、また、被

害者のほとんどが「私は騙されないと思っていた」と答え

ることを指摘している。このことから、報道を見聞きしても、

過度の自信を持ち、そのことが詐欺被害を増加させる原

因となっていることが考えられるのである。 

内的帰属傾向 

では、「自分は大丈夫」という低い脆弱性認知はどこか

ら生じるのであろうか。その 1つの可能性としては、被害

者にその原因を過度に帰属させることによって、自分が

騙されるという可能性を低く見積もるためであると思われ

る。人間が他者の行動を内的に帰属する傾向があるとい

うことは先行研究においても示されてきた。Jones & 

Harris(1967)は、ある議題について賛成または反対す

るスピーチを参加者に読ませた後、作成者の本当の態

度を推測させるという実験を行った。その結果、演説者

の賛成・反対の立場が演説者の意思と関係なく決められ

た場合でもその立場が演説者の本当の態度とであると推

測されてしまうということを見出した。対応推論理論

(Jones & Davis, 1965)によれば、状況的拘束の元でな

された行動から意図は推測できないはずである。対応バ

イアス(correspondence bias)と呼ばれるこのバイアスは、



 

 

その後の研究でも確認されている(e.g., Jones, Worchel, 

Goethals, & Grumet, 1971; Snyder & Jones, 

1974) 。 

また、このバイアスを行為者と観察者の差異という視点

へと拡張して考察した Jones & Nisbett(1971) は、ある

行為が成された際、行為者はその行動を外的に帰属す

るのに対して、観察者は内的に帰属するということを仮説

の形で指摘した。実際、後の研究(e.g., Arkin & Duval, 

1975; Storms, 1973) によってそれらの原因が行為者と

観察者の帰属の差異を生み出すことが実証されており、

これらの研究をレビューした Watson(1982) も、Jones 

& Nisbett(1971)の仮説が概ね支持されていることを確

認している。 

これら研究から言えるのは、人間はある他者の行動を

状 況 的 (situational) 要 因 で は な く 、 傾 性 的

(dispositional)要因に帰属しがちということである。この

傾向は詐欺被害者という他者を理解する際にも表れると

考えられる。つまり、人々は観察者の立場から被害者を

見るために、被害者の行動をより内的に帰属してしまう。

その結果として、自身の脆弱性認知が向上せず、詐欺被

害に遭うことが考えられるのである。実際、大工・釘原(印

刷中)は質問紙によって、この関係を明らかにしている。

彼らの研究では、被害者に騙された原因があると認知し

ている人ほど、自分は詐欺に騙されないと思っているこ

とが示されている。このことは、人間の内的帰属の傾向

が、現実場面において詐欺に対する脆弱性認知を高め

ることができない1つの要因となっている可能性を示して

いる。 

ただし、彼らの研究は被害者への原因帰属と詐欺に

対する脆弱性認知の共変を調査によって調べたもので

あり、被害者への原因帰属傾向が脆弱性認知に影響を

与えるという明確な因果関係を明らかにしたわけではな

い。そこで、本研究では、被害者への原因帰属傾向を操

作することによって、その因果関係を明らかにすることを

試みた。具体的には、詐欺被害事例を読む際に、行為

者の視点に立つような共感的教示(e.g., 坂西, 1998; 

Regan & Totten, 1975)を与え、内的帰属傾向を減少さ

せることで、帰属傾向と脆弱性認知間の因果関係を検討

した。共感的教示を与えることにより内的帰属傾向が減

少し、さらに脆弱性認知が向上すれば、帰属傾向と脆弱

性認知に因果関係があると言うことができるだろう。 

さらに、本研究では他者の脆弱性を推測させるという

条件も設定した。自己は他者に比べてネガティヴな事象

が起きにくいという楽観バイアス(e.g., Weinstein, 1980)

など、自己に対する脆弱性認知は楽観的な方向に歪み

やすいことが報告されている。このバイアスが詐欺に対

する脆弱性認知についても起こりうるのか否かについて

自己条件と他者条件と比較することによって検討を行っ

た。仮説は以下の通りであった。 

仮説 1: 共感的教示あり条件は共感的教示なし条件に比

べて、脆弱性認知が高くなるであろう。 

仮説 2: 自己条件は他者条件に比べて脆弱性認知が低

くなるであろう。 

 

方法 

実施方法 

2014年11月下旬、大阪府内の私立大学に通う 18歳

から 26歳の男女大学生 185名(男性 154名, 女性 31

名, 平均年齢 19.92±1.24 歳)に対して、一般教養の講

義の始めに質問紙による調査を行った。 

条件 

共感的観察(あり・なし)×脆弱性認知の評価対象(自

己・他者)の 2×2参加者間計画であった。共感的観察あ

り条件では、詐欺被害事例の前に「また、読むときは相談

者の思っていることや考えていることを想像し、相談者に

共感しながら読んでください」という教示を追加した。共

感的観察なし条件ではこの教示がなかった。自己条件

では自身の脆弱性認知について回答をさせた。他者条

件では、「平均的な人」について想像させ、その人につ

いての脆弱性を回答させた。「平均的な人」としたのは、

特定の他者について想像させた場合、自身と変わらない

評定となることが報告されており(Duck & Mullin, 1995)、

それを避けるためであった。 

質問紙 

事例Aと事例Mという 2種類の詐欺被害事例を用意

した。なお、事例Aは大工・釘原(印刷中)で使用したもの

と同じで、大学生(A さん)のマルチ商法詐欺被害の事例

であった。事例Mはオークション詐欺の典型例を参考に

しながら、独自に作成したものであり、こちらも被害者は

大学生(Mさん)であった。参加者は両方の被害事例を読

み、それぞれについて以下の評定を行った。なお、事例

A と事例Mの提示順序は、カウンターバランスを取った。

測定項目は、①内的帰属(8項目7件法)、②外的帰属(8

項目 7 件法)、③脆弱性認知（5項目 7 件法）であった。

項目の一部は大工・釘原(印刷中)で使用されたものであ

った。項目の詳細はAppendix1に示した。 

 

結果 

分析対象者 

得られた回答のうち途中から回答をやめた者など、4

名を分析から除外した。最終的な分析対象者は、181 名

(男性150名, 女性31名, 平均年齢19.23±1.25歳)で

あった。 



 

 

尺度の信頼性 

使用した尺度の信頼性を検討するため、クロンバック

の係数を事例ごとに算出したところ、内的帰属（事例

A: 事例M:  、外的帰属（事例A: 事

例M: 、脆弱性認知（自己条件:事例A: 自

己条件事例M: 他者条件:事例A: 他者条

件事例M: で十分な値が得られていた。

操作チェック 

共感的観察の効果 共感的観察の有無ごとの内的・外

的帰属得点を Table1 に示した。共感的観察の有無によ

る帰属の操作の効果を確認するために、事例ごとに t 検

定(Welchの方法)を行った。その結果、事例Aにおける

内的帰属(t (173.81) = 0.12, p = .90, d = .02)および外

的帰属(t ( 161.91) = －0.77, p = .44, d = .12)、事例M

における内的帰属(t (174.31) = 0.41, p = .68, d = .06)

および外的帰属(t (164.36) = －0.69, p = .49, d = .10)

の全ての従属変数について条件間で有意な差は見られ

なかった。このことから、共感的観察による操作がうまく

機能していなかったことが示唆された。 

 

Table 1 共感的観察条件と内的・外的帰属得点 

 

 

仮説の検討 

条件による脆弱性認知の差を検討するため、事例ごとに

共感的観察(あり・なし)×脆弱性認知の評価対象(自己・

他者)の分散分析を行った(Figure1)。なお、脆弱性認知

得点は、得点が高ければ脆弱性認知が低いことを示す

ものとして測定したが、分析の際は得点が高ければ脆弱

性認知が高くなるように逆転をしている。分析の結果、事

例 A では、共感的観察の主効果(F (1,175) = 0.96, p 

= .32, p
2 = .006)、脆弱性認知の評価対象の主効果(F 

(1,175) = 1.09, p = .30, p
2 = .006)、交互作用(F 

(1,175) = 1.09, p = .30, p
2 = .006)の全てが有意でなか

った。一方、事例 M では、共感的観察の主効果(F 

(1,175) = 0.10, p = .75, p
2 = .001)は有意ではなかった

が、脆弱性認知の評価対象の主効果(F (1,175) = 3.07, 

p = .08, p
2 = .017)が有意傾向、交互作用(F (1,175) = 

4.86, p = .03, p
2= .027)は有意であった。 

事例Mの交互作用が有意であったため、単純主効果

の検定を行った。その結果、共感的観察あり条件におけ

る脆弱性認知の評価対象の単純主効果(F (1,175) = 

7.53, p = .007, p
2 = .041)が有意であり自己条件より他

者条件のほうが脆弱性認知を高く見積もっていた。また、

自己条件における共感的観察の単純主効果(F (1,175) 

= 3.18, p = .08, p
2 = .018)が有意傾向であり、共感的観

察あり条件より共感的観察なし条件のほうが、脆弱性認

知が高く評定されている傾向があった。他者条件におけ

る共感的観察の単純主効果(F (1,175) = 1.78, p = .18, 

p
2 = .010)および、共感的観察なし条件における脆弱性

認知の評価対象の単純主効果(F (1,175) = 0.15, p 

= .74, p
2 = .001)は有意ではなかった。以上より、事例A

については仮説 1,2 ともに支持されなかった。一方で、

事例Mでは、他者条件よりも自己条件のほうが脆弱性認

知が高く評価されており、仮説2が支持されていた。しか

し、共感的観察の効果が見出されなかったため、仮説 1

については支持されたとは言えなかった。 

 

 

Figure1共感的観察×脆弱性認知の評価対象ごとの

脆弱性認知得点 

 

考察 

本研究では、詐欺に対する脆弱性認知と帰属傾向と

の因果関係を明らかにするため、共感的観察によって帰

属傾向を操作し、脆弱性認知の変化を検討した。また、

自己の脆弱性認知に対する楽観バイアスを検討するた

めに自己条件と他者条件を設けてそれぞれの脆弱性認

知を比較した。その結果、共感的観察の主効果は見られ

ず、仮説1は不支持となった。一方で脆弱性認知の評価

対象の主効果は事例M でのみ見られており、部分的に

仮説2が支持されていた。さらに、事例Mでのみ交互作

用が確認された。 

共感的観察が脆弱性認知を減少させるという仮説1は

不支持となった。その原因として、そもそも共感的観察教

示による操作に問題があったことが挙げられる。共感的

内的帰属 外的帰属 内的帰属 外的帰属

共感的観察あり
5.40

( .92)

2.55

(1.07)

4.04

(1.18)

4.08

(1.21)

共感的観察なし
5.39

( .95)

2.66

( .91)

3.97

( 1.23)

4.20

( .99)

注) ( )内は標準偏差
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7

自己 他者 自己 他者
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共感的観察なし

注1) † p < .10, *  p < .05, ** p < .01

注2) エラーバーは標準誤差

**
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観察による操作が機能しなかった原因として、教示文の

長さが不十分であったことが考えられよう。本研究での教

示は、事例の前に「また、読むときは相談者の思ってい

ることや考えていることを想像し、相談者に共感しながら

読んでください」という一文を付け加えるのみであった。

要求特性や回答者の負担を考慮してこのような形にした

が、結果として十分な効果を生み出すことはできなかっ

た。同じく共感的教示を利用して視点を操作した坂西

(1998)では、実験的検討を行っているため本研究よりも

かなり長い教示を用いている。さらに、実験では実験者

が教示を読み上げるため、質問紙よりも強固な操作が行

えたことが推測される。今後、共感的観察をより強く操作

するためには、より長い教示を付加し、実験室のような統

制された空間で検討を行う必要があるだろう。 

脆弱性認知の評価対象の効果が見られるとした、仮説

2 は事例M でのみ支持されていた。これは、他者よりも

自己のほうが安全だという信念が存在していることを示し

ていると言えよう。一方で事例 A ではこの効果は確認で

きなかった。この理由としては、事例 A において自己条

件でも他者条件でも脆弱性認知得点に床効果が現れて

いるということが考えられる。実際、脆弱性認知得点は両

条件とも2点台とかなり低い値となっていた。このことから、

事例Aでは特殊な例を提示したために脆弱性認知が喚

起されにくかった可能性が示唆される。 

さらに、事例Mでのみ交互作用が確認されていた。下

位検定の結果、共感的観察あり条件では、自己より他者

の脆弱性認知が高く見積もられていた。これは共感的観

察の効果が、他者条件でのみ見られたものとも考えられ

る。しかし、その共感的観察の効果は仮説 1 から予想さ

れていたものとは逆のものであった。自己条件でのみ共

感的観察あり条件よりもなし条件のほうが脆弱性認知が

低くなる傾向が見られていた。つまり、共感的観察視点

を導入することによって他者については何も変わらない

が、自己については脆弱性認知が下がったと言える。そ

の理由として、自己に対する脆弱性認知は歪みが生じ

やすいために共感的観察によって引き起こされた共感

により、自己防衛的帰属(Walster, 1966)や心理的リアク

タンス(Brehm, 1966; Brehm & Brehm, 1981)などのメ

カニズムが働き、逆に「自分は大丈夫」という心情が芽生

えた可能性が考えられる。共感をさせるという操作が逆

効果になってしまう現象は、現実への応用を考えた際に

非常に重要な問題である。より精緻化された条件下でさ

らに検討する必要があるだろう。 

また、本研究にはその他にもいくつかの課題が見受け

られる。まず、本研究で用いた 2つの詐欺被害事例であ

る事例A と事例M とでは内的・外的帰属得点や脆弱性

認知得点でかなり差が見られたが、その原因ついては

詳細な検討を行っていない。事例によって帰属の程度

が異なることは、被害者に対する責任の大きさを 5 種類

の事例を用いて評定させた山崎・仲・石崎・サトウ(2014)

においても指摘されている。このように、事例によって帰

属の傾向が異なるならば、どのような要素が帰属過程を

左右するのか、どのような事例を用いれば効果的に脆弱

性認知を向上できるかということを検討していくことが必

要であろう。 

また、本研究ではパーソナリティとしての共感性につ

いては検討を行っていない。共感性の個人差が本研究

に影響を与えた可能性は否定できず、今後は個人差も

考慮した検討が必要になるだろう。 

また、前述したように本研究では主に共感的観察の操

作がうまくいっておらず、因果関係に関する詳細的な検

討は困難であった。ただし、内的・外的帰属傾向が変化

していなかったにもかかわらず、脆弱性認知に変化が見

られたことは、内的・外的帰属以外の要因が脆弱性認知

に影響を与えている可能性を示している。今後は、他の

変数も考慮したモデルの開発など、さらなる検討が望ま

れる。 
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Appendix 1従属変数一覧 

 

  

構成概念 項目
Aさん（Mさん）に被害の責任はない(*)
別のケースならAさん（Mさん）はうまく対処できただろう(*)
この被害の原因はAさん（Mさん）の考えが浅かったことにある
Aさん（Mさん）に騙された原因がある
Aさん（Mさん）は間抜けである
Aさん（Mさん）の行動が軽率だったので騙された
お金を騙し取られたのはAさん（Mさん）のせいだ
被害に遭ったのはAさん（Mさん）が悪い
被害が起こったのは状況のせいではない(*)
誰でも同じ状況に置かれれば騙されるであろう
被害が起こったのは詐欺の手口が巧妙だったからだ
このようなケースでは、信じてしまうのは仕方がない
日常生活とは違う特殊な状況だったのでAさん（Mさん）は騙された
騙されたのは運が悪かったからだ
状況がAさん（Mさん）の判断を鈍らせたので被害が起こった
詐欺師のやり方が巧みだったことが被害の原因だ
私（その人）が詐欺に遭うことはないだろう
同じ状況でも私（その人）なら詐欺だと見抜けるであろう
私（その人）が被害者でも同じ行動をとっただろう(*)
私（その人）ならこんな手口では騙されない
私（その人）なら適切に対処できる

(*)は逆転項目

脆弱性認知
（括弧内は他者条件）

外的帰属

内的帰属
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Currently, scams are one of the biggest social problems in Japan. This study investigates whether 

empathetic observation increases individuals’ awareness of their own vulnerability to scams. Moreover, we 

compared individuals’ evaluation of imagined others’ vulnerability to that of their own vulnerability. We 

presented two fraud scenarios (scenarioA and scenarioM) to university students and asked them to rate 

the victim’s responsibility for being defrauded and their own or imagined others’ vulnerability to scams. A 

2×2 between-participants design was used to analyze the relationship between empathetic observation 

(empathetic, non-empathetic) and the target of vulnerability evaluation (self, others). The results of an 

ANOVA revealed that empathetic observation did not affect attribution; therefore, the possibility of a failed 

manipulation was implied. As for vulnerability awareness, the interaction effect was significant in sce-

narioM, which contrasted our expectations. Problems and implications are discussed. 

 

Keywords: scam, causal attribution, vulnerability, risk perception, empathy. 


